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Ｒ＆Ｄ費用 人件費 その他費用

○○年

再商品化率引取台数
リサイクルプラント費用

指定引取場
所・二次物流
費用

リサイクル券
センター費用

管理運営費
フロン回収・
破壊に必要
な費用

管理会社運
営費

メーカー運営費 収支年
リサイクル料
金総収入

費用

費用計

小売業者の引取・引渡義務の適正実施を確保するためには、小売業者において使用

済家電を引き取った際、メーカーに引き渡されリサイクルされるべき廃家電とリユー

ス品として扱うことが適当な使用済家電に、適切に仕分けることが重要であり、当該

仕分けガイドラインを策定すべきである。その際、地球温暖化対策等の観点にも留意

する必要がある。

小売業者は、ガイドラインが策定された際には、当該ガイドラインに基づいてその

仕分けを行い、一定のチェックポイントを確認し、それを引取時に消費者にも説明し

た上で、再商品化等料金の回収について消費者理解を得ることが望ましい。（下図イ

メージ参照）

【リサイクル・リユース仕分けガイドライン活用のイメージ】

小売業者の仕分けの際のチェックポイントについては、例えば以下のような基準が

考えられる。

○ 当該使用済家電の種類、年式

○ 当該使用済家電の状態

○ 引渡先における当該使用済家電の取扱いの適正性（通電等の検査・販売体制）

等

別紙１

再商品化等費用について定期的に報告・公表される事項のイメージ

ガイドラインに

基づく仕分け

別紙２

消

費

者

小

売

業

者

メーカーリサイク

ルプラント

中古品販売業者等

○ ガイドラインに基

づいた排出家電のチ

ェックについて、消

費者に説明。必要に

応じ料金回収、又は

買取。

○ 理解と納得に基づ

いた排出家電の引渡

と、必要に応じ料金

の支払い。

小売業者リサイクル・リユース仕分けガイドライン策定について
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本土に比べ追加的な負担となっている海上輸送コストの一部について、希望自治体か

らの協力要請を受け、効率化等の取組が行われている離島に対し、第三者委員会にて

審査の上、メーカー等が一定額を費用負担協力。

（効率化の例）小売業者、地方公共団体、廃棄物収集運搬業者、運送業者その他の地域の関係者が協

力して、廃家電の中間集積所を設置

中間集積所 指定引取場所

メーカー等が支援

（海上運賃の一部）

地域負担（中間集積所への

収集運搬・中間集積所の管理）

島内小売店等

港

地域負担

（港から指定引取場所）

※本措置は時限措置とする。

離島における海上輸送コストについての資金協力体制のイメージ

別紙３
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資金拠出

廃家電不法投棄対策に関係者が協力して取り組む仕組みのイメージ

家
電
関
係
業
界

（
メ
ー
カ
ー
等
）
○家電リサイク

ル制度の普及

啓発、市町村

の廃家電不法

投棄対策への

資金面の協力

等

家 電 リ サ イ ク ル 制 度 の 普 及 啓 発 等 に よ り 協 力

○不法投棄

対策を実

施

○義務外品

回収体制

を構築

市

町

村

事務局

第三者委員会

支援対象の審査・決定

○支援を希望する市町村

は、廃家電不法投棄未然

防止対策の実施計画を

第三者委員会に提出

○助成対象として決定した市

町村の不法投棄対策費用に

ついて助成（監視費用、不法

投棄家電撤去処理費用等）

廃 家 電 の 不 法 投 棄 を 未 然 防 止

※本措置は時限措置とする。

別紙４
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産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会

電気・電子機器リサイクルワーキンググループ

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会

委員名簿

（敬称略）

◎細田 衛士 慶應義塾大学経済学部教授

石井 邦夫 株式会社市川環境エンジニアリング代表取締役

石川 雅紀 神戸大学大学院経済学研究科教授

石川 良一 東京都稲城市長

大塚 直 早稲田大学法学部教授

岡嶋 昇一 大手家電流通懇談会会長

河野 博子 読売新聞社編集委員

児玉 平生 毎日新聞社論説委員

近藤 德光 愛知県幸田町長

酒井 伸一 京都大学環境保全センター教授

崎田 裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー

佐々木 五郎 社団法人全国都市清掃会議専務理事

佐藤 芳明 財団法人家電製品協会環境担当役員会議委員長

杉山 涼子 富士常葉大学環境防災学部准教授

辰巳 菊子 社団法人日本消費生活アドバイザーコンサルタント協会理事

永浦 貞志 全国電機商業組合連合会家電リサイクル特別委員会委員長

中島 賢一 早稲田大学環境総合研究センター客員研究員

中島 康雄 社団法人日本電機工業会家電リサイクル委員会委員長

南部 美智代 全日本自治団体労働組合現業局長

野呂 昭彦 三重県知事

濱田 慶一郎 電機連合書記次長

松尾 正洋 日本放送協会解説委員

御手洗 顕 社団法人電子情報技術産業協会デジタル家電リサイクル委員会委員長

宮嶋 宏幸 株式会社ビックカメラ代表取締役社長

森口 祐一 独立行政法人国立環境研究所循環型社会・廃棄物研究センター長
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家電リサイクル法の評価・検討に関する審議経過

＜産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会電気・電子機器リサイクルワーキン

ググループ、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価検討小委員会

合同会合＞

第 1 回：平成 18 年 6 月 27 日（火）14:00～16:00

・ 家電リサイクル法の概要と施行状況について

・ 家電リサイクル法の評価・検討の進め方について

第 2 回：平成 18 年 7 月 27 日（木）10:00～12:00

・ 小売業者からのヒアリング（大手家電流通懇談会、全国電機商業組合連合会）

・ 製造業者からのヒアリング（（財）家電製品協会、（社）日本電機工業会、（社）電子情報

技術産業協会）

＜家電リサイクル法の見直しに関する意見募集（第 1 回）＞

・ 意見募集対象：①実施状況に対する評価、②問題点・改善すべき点、③問題点の原因、

④解決策・改善策のアイディア、⑤その他

・ 意見募集期間：平成 18 年 7 月 28 日～8月 23 日

・ 意見提出総数：158 件

第 3 回：平成 18 年 8 月 3 日（木）14:00～17:00

・ 自治体からのヒアリング（さいたま市、鹿児島県、大阪府）

・ 消費者団体からのヒアリング（しずおか市消費者協会、アジアごみ問題研究会）

第 4 回：平成 18 年 8 月 28 日（月）14:00～16:00

・ 家電リサイクル制度の見直しに係る論点整理

＜家電リサイクル法の見直しに関する意見募集（第 2 回）＞

・ 意見募集対象：第４回の資料２「これまでに提示された主な意見」、資料３「家電リ

サイクル制度等の見直しに当たっての検討課題」について

・ 意見募集期間：平成 18 年 8 月 29 日～9月 15 日

・ 意見提出総数：113 件

＜家電リサイクル施設視察会＞

・ 視察場所：メーカーリサイクルプラント、大阪方式のリサイクルプラント

・ 視察日時：平成 18 年 9 月 29 日

＜中古家電製品取扱実態視察会＞

・ 視察場所：中古家電製品オークション運営業者、中古家電製品輸出業者

・ 視察日時：平成 18 年 10 月 13 日
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第 5 回：平成 18 年 12 月 11 日（月）15:00～17:00

・ 家電リサイクル制度の実態に関する調査結果及びこれを踏まえた論点の検討について

第 6 回：平成 18 年 12 月 25 日（月）15:00～17:00

・ 家電リサイクル制度の見直しに係る論点の検討

第 7 回：平成 19 年 3 月 6 日（火） 13:00～15:00

・ 家電リサイクル制度の更なる実態調査等の一部結果及びこれを踏まえた論点の検討につ

いて（2011 年 地上アナログ放送終了に伴うテレビの排出台数予測について、不法投棄

の要因に係る解析について、リサイクル料金の透明化について）

第 8 回：平成 19 年 4 月 27 日（金）10:00～12:00

・ 家電リサイクル制度の更なる実態調査等の一部結果及びこれを踏まえた論点の検討につ

いて（家電リサイクル法ルート以外のフローの実態について、製造業者等における技術動

向等について）

第 9 回：平成 19 年 5 月 28 日（月）14:00～16:00

・ 家電リサイクル法の見直しに関するこれまでの議論の中間的整理について

第 10 回：平成 19 年 7 月 17 日（火）14:00～17:00

・ 家電リサイクル法の見直しに関するこれまでの議論の中間的整理について

・ リサイクル料金の課題について

第 11 回：平成 19 年 7 月 30 日（月）10:00～12:30

・ 約半数の排出家電が家電リサイクル法ルート以外で取り扱われている課題について

・ 収集運搬の更なる効率化の課題について

第 12 回：平成 19 年 8 月 21 日（火）14:00～17:00

・ 廃家電の不法投棄対策について

・ リサイクル料金及びリサイクルコストの課題について

第 13 回：平成 19 年 8 月 31 日（金）10:00～12:30

・ 品目追加について

・ 小売業者の負担改善による効率的収集運搬の検討について
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第 14 回：平成 19 年 9 月 28 日（金）14:00～17:00

・ 家電リサイクル制度見直しに関するこれまでの議論について

第 15 回合同会合：平成 19 年 10 月 30 日（火）13:00～16:00

・ 家電リサイクル制度見直しに関する取りまとめに向けた議論

第 16 回合同会合：平成 19 年 12 月 10 日（月）13:00～15:00

・ 家電リサイクル制度の施行状況の評価・検討に関する報告書（案）について


